
令和７年度 第１回 藤枝市子ども・子育て会議 
 

日時：令和７年６月 30 日（月） 

午後１時 30 分～ 
場所：藤枝市役所 西館５階 大会議室 
所管：藤枝市健康福祉部 

こども未来応援局こども課 

 
 

議事次第 

 
１  開会 

 
２  こども未来応援局長挨拶 

 
３  委員自己紹介 

 
４  委員長及び副委員長選出 

 
５  委員長挨拶 

 
６  事務局自己紹介 

 
７  会議の運営について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料１ 

 
８  出席委員確認及び議事内容確認 

 
９  議事 
【協議事項】 

ふじえだ子ども・子育てスマイルプラン２１の進行管理について・・・・・資料２ 

 
10 報告事項 

藤枝市こども計画について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料３ 
こども誰でも通園制度（乳児等通園支援制度）の実施について・・・・・・資料４ 
幼保こ小連携推進事業について（ふじえだ かけはし BOOK）・・・・・ 資料５ 

 

11 その他 

 



                      次回：第２回藤枝市子ども・子育て会議 
令和８年３月を予定 



※令和７年４月１日現在
№ 選出区分 所属等 氏名

1 １号 藤枝市教育委員 永田
ナガタ

　恵実子
エミコ 教育委員代表

2 １号 藤枝市立高洲南小学校校長 村松
ムラマツ

　一伸
カズノブ 校長会代表

3 ２号 藤枝市保育協会　会長 榛葉
シンバ

　省子
ショウコ 保育協会代表

4 ２号
藤枝託児ボランティアサークル
代表 高山

タカヤマ

　由美
ユミ 市民活動団体代表

5 ２号
藤枝市私立幼稚園・認定こども
園協会 伊村

イムラ

　恵美
メグミ

私立幼稚園・認定こども園協会代表

6 ２号
まつばっこ第４児童クラブ主任指
導員 萩原

ハギワラ

　八代
ヤヨイ

衣 社会福祉協議会推薦

7 ３号
藤枝市社会福祉協議会
常務理事 小澤

オザワ

　一成
カズナリ 社会福祉協議会代表

8 ３号
藤枝市民生委員・児童委員協
議会児童福祉部会長 藤田

フジタ

　智司
トモジ 民生委員・児童委員協議会代表

9 ３号
藤枝市青少年健全育成推進会
議理事 村田　政之

ムラタ　 マサユキ
青少年健全育成推進会議代表

10 ４号 幼稚園児を持つ親代表 家
ヤ

城
シロ

　遥
ハルカ

私立幼稚園・認定こども園協会推薦

11 ４号
放課後児童クラブを利用する
親代表 増井

マスイ

　沙織
サオリ 放課後児童クラブを利用する

親代表

12 ４号 保育園児を持つ親代表 杉田
スギタ

　優美
ユミ 保育協会推薦

13 ４号 藤枝商工会議所　副会頭 飯田
イイダ

　敏之
トシユキ 商工会議所推薦

14 ４号 志太地区労働者福祉協議会 渡邉
ワタナベ

　高
タカ

延
ノブ

志太地区労働者福祉協議会推薦

15 ４号
ＮＰＯ法人わかもののまち
代表理事 土肥

ドヒ

　潤也
ジュンヤ

こども家庭庁　こども家庭審議会委員

１号委員 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者
２号委員 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者
３号委員 子ども・子育て支援に関する関係団体に所属する者
４号委員 その他市長が必要と認める者

選出区分毎、敬称略

発達支援係長 藤田
フジタ

　昌
マサ

宏
ヒロ

事務局連絡先（子育て政策係）
054－643-3246（直通）　054－643-3260（ＦＡＸ）

jido@city.fujieda.shizuoka.jp

保育推進担当係長 鈴木
スズキ

　香織
カオリ

課長 中谷　波路
ナカヤ　　　ナミジ

主幹兼子育て包括支援係長
村松
ムラマツ

　真奈
マナ 主幹兼

発達教育担当係長 鈴木
スズキ

　忍
シノブ

主幹兼子育て応援係長 加藤
カトウ

　祐子
ユウコ

家庭支援給付係長 永嶋
ナガシマ

　宏
ヒロ

行
ユキ

主幹兼保育推進係長 堀井
ホリイ

　稔文
トシフミ

こども発達支援課

子育て包括支援担当参事 伊久美
イクミ

　佳代
カヨ 主幹兼

こども・若者サポート担当係長 森下
モリシタ

　恭太
キョウタ

子育て政策係長 高
タカ

橋
ハシ

　佑
ユウ

季
キ

こども・若者サポート係長 田島
タジマ

　麻里子
マリコ

課長 青嶋
アオシマ

　和徳
カズノリ

課長 風間
カザマ

　邦男
クニオ

保育統括担当参事 河村
カワムラ

　明子
アキコ 主幹兼

こども・若者サポート担当係長 大塚
オオツカ

　浩
ヒロ

充
ミツ

こども課 こども・若者支援課

こども未来応援局長 牧田
マキタ

　剛
ツヨシ



1/2 

藤枝市子ども・子育て会議条例 

 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「支援法」という｡)第

７２条第１項及びこども基本法（令和４年法律第77号。以下「基本法」という｡)

第１３条第３項の規定に基づき、藤枝市子ども・子育て会議（以下「会議」とい

う｡)を置く。 

（用語の定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、支援法及び基本法において使用する用語

の例による。 

（所掌事務） 

第３条 子育て会議は、次に掲げる事務を処理するものとする。 

(１) 藤枝市子ども・子育て支援事業計画に関すること。 

(２) 藤枝市こども計画に関すること。 

(３) 子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な

事項及び当該施策の実施状況に関すること。 

(４) 特定教育・保育施設に関すること。 

(５) 特定地域型保育事業に関すること。 

(６) その他こども施策の推進に関すること。 

（組織） 

第４条 子育て会議は、委員２０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(１) 子ども・子育て支援又はこども施策に関し学識経験のある者 

(２) 子ども・子育て支援又はこども施策に関する事業に従事する者 

(３) 子ども・子育て支援又はこども施策に関する団体に所属する者 

(４) 前３号に掲げる者のほか、市長が適当と認める者 

（任期等） 

第５条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（委員長及び副委員長） 

第６条 会議に委員長及び副委員長各１人を置く。 

資料１－１ 
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２ 委員長及び副委員長は、委員の互選によって定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、会議を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けた

ときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第７条 会議は、委員長が招集し、議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて、その意見若し

くは説明を聴き、又は関係者から必要な資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第８条 会議の庶務は、児童福祉を所掌する課において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、委員長が

会議に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（招集の特例） 

２ 会議の最初の会議は、第７条第１項の規定にかかわらず、市長が招集する。 

附 則（令和５年３月２０日条例第４号） 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月２１日条例第９号） 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月１９日条例第３２号） 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 



藤枝市子ども・子育て会議公開要領 

 

 藤枝市子ども・子育て会議の公開について、次のとおり定める。 

 

１ 会議の公開 

(1)  会議は、公開するものとする。ただし、次のいずれかに該当する場合は、当該会議の全部

又は一部を公開しないことができる。 

ア 会議において、藤枝市情報公開条例第７条各号に掲げる情報を取り扱う場合 

イ 会議を公開することにより、公正・円滑な議事運営に著しい支障が生ずると認められる 

場合 

(2)  会議を公開しない場合は、その理由を明らかにするものとする。 

 

２ 公開の方法等 

(1)  会議の公開は、会場に傍聴席を設け、市民等の傍聴を認めることにより行う。 

(2)  傍聴の定員は、１０人とする。ただし、会場の都合等によりこれを増減することができる。 

(3)  会議に際しては、当該会議の会議次第を傍聴者に配布するものとする。 

(4)  報道機関が取材を行う場合には、必要に応じ記者席を設けるものとする。 

(5)  会議の途中から会議を非公開とする必要が生じたときは、委員長は、その理由を傍聴者に

説明し、速やかに退席を求めるものとする。 

 

３ 傍聴の受付等 

(1)  傍聴の受付は、先着順とし、傍聴受付簿に傍聴者の住所、氏名等を記載させることにより

行う。ただし、多数の傍聴希望者が事前に予測される場合は、抽選によることができる。 

(2)  危険物を携帯しているなど事前に会議の妨害になると認められる場合は傍聴を禁止するこ

とができる。 

 

４ 会場の秩序維持 

委員長は、次の各号に掲げる事項を傍聴者に遵守させるとともに、当該事項に違反していると認

められる場合は傍聴者を退場させるなど会場の秩序維持に努めるものとする。 

(1)  静粛に傍聴し、議事に批評を加え又は賛否を表明しないこと。 

(2)  飲食又は喫煙をしないこと。 

(3)  写真撮影、録音、録画を行わないこと。 

(4)  みだりに傍聴席を離れないこと。 

(5)  その他会議の妨害となるような行為をしないこと。 

 

５ 会議開催の通知 

公開で行う会議の開催に当たっては、広報ふじえだや市ホームページ等により周知を図るものと

する。 

ただし、会議を緊急に開催する必要が生じたときは、この限りでない。 

 

資料１－２ 



６ 会議記録の閲覧等 

公開した会議の会議記録を市ホームページ等により、会議の結果の公表に努めるものとする。 

 

７ 事務局 

会議の事務局は、藤枝市児童福祉担当課において行うものとする。 

 

８ その他 

この要領に定めるもののほか、会議の公開に関し必要な事項は、委員長が会議に諮って定めるも

のとする。 

 

   附則 

 この要領は、平成２５年１０月３０日より施行する 

 

 



 

藤枝市子ども・子育て会議傍聴要領 

 

１ 傍聴の手続き 

(1)  会議の傍聴希望者は、会議の開催予定時刻の１０分前までに、受付で住所及び氏名を受付

簿に記入し、事務局職員の指示に従って傍聴席に着いてください。 

(2)  傍聴の受付は先着順とするが、受付開始時に定員を超える申し出があった場合は抽選とし

ます。ただし、受付開始時に定員に満たないときは、その全員を傍聴者とし定員の残数は先

着順とします。 

(3)  危険物を携帯していたり、酒気を帯びているなど事前に会議の妨害になると認められる場

合は傍聴を禁止します。 

 

２ 会議の遵守事項 

 傍聴者は、会議を傍聴するに当たっては、次に掲げる事項を守ってください。 

(1)  静粛に傍聴し、議事に批判を加え又は賛否を表明しないこと。 

(2)  飲食又は喫煙をしないこと。 

(3)  写真撮影、録音、録画等を行わないこと。 

(4)  みだりに傍聴席を離れないこと。 

(5)  その他会議の妨害となるような行為をしないこと。 

 

３ 会議の秩序維持 

(1)  傍聴者は、会議を傍聴するに当たっては、委員長の指示に従ってください。 

(2)  会議の遵守事項に違反していると認められる場合において、委員長が注意したにもかかわ

らず、なおこれに従わないときは、退場していただく場合があります。 

 

   附則 

 この要領は、平成２５年１０月３０日より施行する 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１－３ 
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藤枝市
こども計画

事業名

産後ケア事業

親子関係形成支援事業

“子育てするなら藤枝”
推進プロジェクト事業

短期入所
（ショートステイ）型

通所
（デイサービス）型

居宅訪問
（アウトリーチ）型

事業内容単位

人/年
299 275

299 275

2,094 1,924

2,094 1,924

598 550

598 550

1,300 1,300

1,300 1,300

106 106

106 106

2,339 2,148

2,339 2,148

12 20

12 20

人/年

人/年

人/年

人/年

人/年

人/年

令和７年度 令和11年度

子育て世帯訪問支援事業

児童育成支援拠点事業

妊婦等包括相談支援事業

出産後１年未満の母子に対し、心身の状態に応じた保健
指導や、療養に伴う育児等に関する指導、相談その他の
援助を行う事業。

家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家
庭や妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭の居宅を、訪
問支援員が訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴す
るとともに、家事・子育て等を支援する事業。

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のな
い児童等に対して、居場所となる場を開設し、個々の状
況に応じた包括的な支援を行う事業。

児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている
保護者及びその児童に対し、児童の心身の発達の状況
等に応じた情報の提供や情報の交換ができる場を設け
るなどの必要な支援を行う事業。

妊婦やその配偶者に対して面談を行い、妊婦等の心身
の状況や置かれている環境その他の状況の把握を行
うほか、母子保健及び子育てに関する情報の提供、相
談その他の援助を行う事業。

子育てに不安を感じている若い世代が、子育てに対し尊さや幸せを感じることができる環境づくりをさらに
推進するため、民間（子育て支援団体等）のアイデアやノウハウを活用したセミナーや各種講座、イベント等
の開催による出産や育児不安の解消につなげる事業です。これにより、子育て世帯や支援団体間のネット
ワークを構築するとともに、地域における子育て支援の力を底上げしていきます。

人/年
1,717 1,492

1,920 1,920

発熱等の急な病気になったときや病気等からの回復期
にある乳幼児を、専用スペースにおいて、看護師等が一
時的に保育を行う事業。

病児・病後児保育事業

人/年

40 40
・特定教育・保育施設を利用する生活保護世帯に対し
て、幼児教育・保育に必要な物品の購入に要する費用
または行事への参加に要する費用等を助成する事
業。
・幼稚園を利用する年収360万円未満相当世帯及び小
学校から数えて第3子の世帯に対して副食費の費用
を助成する事業。

実費徴収に係る補足給付事業

40 40

発行年月：令和７年３月
発行：藤枝市
編集：藤枝市 健康福祉部 こども未来応援局 こども課
住所：〒426-8722 静岡県藤枝市岡出山 1-11-1
ＴＥＬ：054-643-3246　ＦＡＸ：054-643-3260
メールアドレス：jido@city.fujieda.shizuoka.jp

藤枝市
こども計画

令和７年３月

概要版

藤枝市
こども計画
藤枝市

こども計画
概要版

令和７年３月
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すべてのこどもが幸せな生活を送ることができる社会を目指し、こどもに関する施策を社会全体

で総合的かつ強力に推進していくため、令和5年4月に「こども基本法」が施行され、同年12月に

は、「こども大綱」が閣議決定されました。

本市では、“こどもは、社会の希望であり、未来を創る力である”という考えのもと、「藤枝市子ど

も・子育て支援事業計画」を策定し、こども・子育てに関する様々な施策を推進してきました。さら

に、「藤枝市こども家庭センター」の設置や「藤枝市こども基本条例」の施行など各種課題に対応す

る取組を進めています。

このたび、「第2期藤枝市子ども・子育て支援事業計画」が期間満了になることから、こども基本

法や藤枝市こども基本条例に基づき、こどもに関する施策を一体とした「藤枝市こども計画」を策

定することとしました。この計画により、今を生きるすべてのこども・若者が、夢と希望を抱きなが

ら幸せに暮らすことができる「こどもにやさしいまち」の実現を目指し、こども・若者施策を総合的

に推進していきます。

次代を担うこどもや若者は、市民共有の財産であり、将来への希望そのものです。

この基本理念に基づく取組を着実に実施しながら、こどもにやさしいまちづくりを推進すること

で「こどもまんなか社会」の実現につなげるとともに、こども・若者の健やかな成長により、すべての

世代の市民が幸せになるまちづくりを進めていきます。

本計画の計画期間は、令和７年度から令和11年度までの５年間とし、計画最終年度である令和

11年度に計画の評価及び見直しを行い、次期計画を策定します。

本計画は、こども・若者、子育てをしている保護者や子育て支援に関わる関係機関・団体等を広

く対象とします。

また、「こども基本法」では、こどもの定義として、「『こども』とは心身の発達の過程にある者をい

う」とされており、こどもや若者が大人として円滑な社会生活を送ることができるようになるまでの

成長の過程にある者を指していますが、本市では、令和６年４月１日に施行した「藤枝市こども基

本条例」の定義に基づき、若者の対象年齢については40歳未満とし、必要なサポートが途切れな

いようにするものとします。

すべてのこども・若者が尊重され、
自分らしく幸せに生活できる
「こどもにやさしいまち」藤枝

目標 取組の方向性

第２期藤枝市
子ども・子育て
支援事業計画

年度
令和５
2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 令和１０ 令和１１ 令和１２ 令和１３

次期計画
（2030 ～ 2034）藤枝市こども計画

配慮が必要なこども・若者
への支援の充実

（１）虐待の防止、早期対応
（２）ヤングケアラーの支援
（３）障害のあるこども・若者への支援
（４）こども・若者の貧困の解消に向けた支援

6

子育て支援と教育の充実
（１）教育、保育サービスの充実
（２）子育て相談や支援の充実
（３）仕事等と子育ての両立支援
（４）ひとり親家庭への支援

5

こども・若者が希望を持てる
社会づくり

（１）豊かな学びを支える教育の充実
（２）こども・若者の将来への夢を育む環境づくり
（３）若者の就労に向けた支援
（４）結婚やこどもを持つことへの支援

4

こども・若者が安全・安心に
暮らせる環境づくり

（１）安心して過ごせる学校環境づくり
（２）いじめや不登校に対する取組の推進
（３）こども・若者の安全確保に係る取組の推進

3

こども・若者等の心身の
健康づくり

（１）母子に対する健康支援
（２）こども・若者の体力づくり支援
（３）こども・若者のこころの成長支援

2

こどもまんなか社会に向けた
気運醸成

（１）情報提供・啓発活動の推進
（２）こども・若者の意見聴取・反映と活躍促進
（３）こども・若者を見守り、支える地域づくり

1

計画策定の趣旨 基本理念

施策の体系計画の期間

計画の対象
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施策の主な内容

こどもまんなか社会に向けた気運醸成

（１）情報提供・啓発活動の推進

（１）教育、保育サービスの充実 （２）子育て相談や支援の充実 （３）仕事等と子育ての両立支援

（４）ひとり親家庭への支援

目
標
１

〇「こどもまんなか社会」「こどもにやさしいまち」の実現のため、様々な機会を捉えて普及、啓発活動を行
うとともに、こども・若者の主体的な参加の機会を確保します。
〇こども・若者や子育て世帯が安心・快適に暮らせるよう、地域全体で見守り、支える体制づくりを推進します。

こども・若者等の心身の健康づくり
目
標
２

〇若者や妊産婦、子育て当事者が孤独や不安を感じることなく安心してこどもを産み育てられるよう、個々
に寄り添ったきめ細やかで切れ目のない包括的な支援を行います。
〇すべてのこども・若者が、心身の状況や置かれた環境等にかかわらず、身体的・精神的・社会的に将来
にわたって幸せな状態で生活を送るため、健康や体力づくりを推進します。

こども・若者が安全・安心に暮らせる環境づくり
目
標
３

〇いじめや不登校、暴力などの対策や、互いの人格や個性を尊重し合う教育を行い、すべてのこども・若者
が安心して学び健やかに育つことができる学校環境づくりを推進します。
〇犯罪被害、自然災害、交通事故等の危険からこども・若者を守る対策の強化を図ります。

こども・若者が希望を持てる社会づくり
目
標
４

〇こどものこころと体の健やかな成長のため、個々のニーズや多様性に対応した教育環境の充実を図ります。
〇若者が、将来に夢や希望を持ち、自らの意思で就労、結婚、出産など将来を選択し、自立するための支
援を行います。

子育て支援と教育の充実
目
標
５

〇子育て世帯が、経済的な不安や負担感を持つことなく、育児と仕事を両立しながら子育てできる環境づく
りを推進します。
〇必要な時に必要なサービスを受けることができる体制の整備を進め、教育・保育サービスの充実を図ります。

●認定こども園、保育所、幼稚園、
地域子育て支援拠点、病児保育
などでの支援の充実
●幼児教育・保育と小学校教育の
円滑な接続

●保育士、保育教諭、幼稚園教諭
等の人材育成・確保・処遇改善
や現場の負担軽減

●妊婦・子育て世帯への経済的支
援の充実

●医療費等の負担軽減
●子育て世帯への相談支援・情報
発信の強化

●男女ともに働きやすい環境の整備
●共働き・共育ての推進

●生活支援、子育て支援、就労支
援等の実施

●こどもに届く生活・学習支援

（１）豊かな学びを支える教育の充実 （２）こども・若者の将来への夢を
　  育む環境づくり （３）若者の就労に向けた支援

●学校における教育の充実
●国際交流や多文化共生の推進
●地域のスポーツ・文化芸術環境
の整備

●男女平等教育や女性活躍に向け
た支援
●次世代を担うための教育の推進（２）こども・若者の意見聴取・

　  反映と活躍促進
（３）こども・若者を見守り、
　  支える地域づくり

●こども基本法等の周知
●こども基本法やこどもの権利に関
する社会気運の醸成

●こども等の意見を聴く機会の確
保と市政への反映

●こども家庭センターにおける切れ
目のない包括的な支援
●こども・若者の視点に立った多
様な居場所づくり

（１）母子に対する健康支援 （２）こども・若者の体力づくり支援 （３）こども・若者のこころの成長支援

●性や妊娠に関する正しい知識の
定着と特定妊婦等への切れ目な
い支援
●母子保健対策の推進

●学校や地域におけるこどもの体
力向上のための取組の推進
●小児医療体制の充実と連携の
推進

●いのちを守り人に
寄り添う総合的
取組

（１）安心して過ごせる
　  学校環境づくり

（２）いじめや不登校に対する
　  取組の推進

（３）こども・若者の安全確保に係る
　  取組の推進

●体罰や不適切な指導の根絶
●性的指向やジェンダーアイデン
ティティの理解

●いじめ防止対策の強化
●不登校のこどもへの支援体制整
備とアウトリーチの強化

●防犯・交通安全対策、防災対策
等の推進

●こども・若者の非行防止と自立
支援

（３）障害のあるこども・若者への支援（１）虐待の防止、早期対応

●地域における障害児の支援体制
の充実
●医療的ケア児への支援体制の
強化

（４）こども・若者の貧困の解消に
　  向けた支援

●連携による教育支援の推進
●生活の安定に資するための経済
支援、相談支援等の充実

配慮が必要なこども・若者への支援の充実
目
標
６

〇虐待や貧困、ヤングケアラーなど、困難な状況にあるこども・若者を誰一人取り残さず、それぞれの状況
に合わせた迅速かつ適切な支援を行います。
〇障害や発達に特性があるこども・若者への支援体制の充実を図ります。

（２）ヤングケアラーの支援

●子育てに困難を抱える世帯に対
する包括的な支援体制の強化
●連携による虐待防止や早期発見

●連携による早期発見・早期対応

（４）結婚やこどもを持つことへの支援

●若者への職業能力育成支援や就
職支援

●高等教育段階の修学支援

●結婚に伴う新生活のスタートアッ
プへの支援

に関 保と市政

体制の 支援
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教育・保育事業等の量の見込みと確保方策

教育・保育事業

●認定別こどもが利用できる施設

●量の見込み及び確保方策
（単位：人）

（単位：延べ人／日）
●量の見込み及び確保方策

保育所、幼稚園、認定こども園、地域型保育事業所等で、小学校就学前の乳幼児の教育・保育を

実施する事業です。

乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）
令和８年度から、保育所等に通所していない０歳６か月から２歳までの未就園児を対象に、保育

所等において一時的な預かりを行います。

対象となるこども

量の見込み 1,518 1,212 271 411 462 1,300 1,038 249 425 443

1,973 1,414 273 470 538 1,938 1,414 273 470 538

1,553

420 420

1,414
173 306 354 1,518

1,414
173 306 354

－ 100 164 184 － 100 164 184

－ －－ － － － － －

特定教育
保育施設

０歳児

令和８年度
量の見込み
確保方策
量の見込み
確保方策
量の見込み
確保方策

27
28
19
19
19
19

27
28
19
19
19
19

令和11年度

１歳児

２歳児

地域型
保育施設

幼稚園
（私学助成）

合計

確
保
方
策

令和７年度 令和11年度

利用可能施設

認定
こども園

１号認定

１号認定

３歳以上 保育の必要性なし
（幼児期の学校教育のみ）

保育の必要性あり
（教育のニーズあり）

保育の必要性あり
（教育のニーズなし）

保育の必要性あり

３歳以上

３歳未満

２号認定

２号認定

３号認定

３号認定
０歳 １歳 ２歳

１号認定 ２号認定
３号認定

０歳 １歳 ２歳

幼稚園 保育所 地域型
保育事業

地域子ども・子育て支援事業

事業名

放課後児童
健全育成事業

妊婦に対して
健康診査を実施する事業

養育支援訪問事業

放課後
児童クラブ

保育所、
認定こども園

その他

放課後
子ども教室

連携または
一体型

事業内容単位

人/年
1,602 1,374

1,539 1,539

480 510

480 510

310 340

310 340

106,416 102,144

107,000 104,000

10,444 9,506

10,444 9,506

748 684

748 684

86 78

86 78

9 9

9 9

人/年

人/年

人/年

人/年

人/年

回/年

回/年

か所
（合計）

令和７年度 令和11年度

利用者支援に関する事業
（子育てコンシェルジュ、こども家庭セン
ター、妊娠・出産包括支援）

地域子育て支援拠点事業
（地域子育て支援センター事業）

乳児家庭全戸訪問事業
（こんにちは赤ちゃん事業）

子育て援助活動支援事業
（ファミリー・サポート・ センター事業）

保護者が労働等により昼間家庭にいない児童に対し、放
課後に小学校の余裕教室等を活用して、発育段階に応じ
た遊び等ができる生活の場、遊びの場を提供し、健全な
育成を図る事業。

放課後や週末等に、小学校や公共施設等を活用し、地
域住民の協力を得て、スポーツ、文化活動などの体験活
動や交流活動、学習機会等を提供する事業。

放課後児童クラブと放課後子ども教室が連携し、保護
者の就労状況を問わず、すべての児童が参加できる学
習・体験活動プログラムを実施する事業。

幼稚園、保育所、認定こども園、地域の子育て支援事業
等の情報を提供し、必要に応じて相談・助言等を行うと
ともに、関係機関との連絡調整等を行う事業。

乳幼児及びその保護者が交流できる場所を提供し、地
域の子育て支援の拠点として子育てについての相談、
情報提供等を行う事業。

安全・安心な出産のために、妊婦の健康診査に係る経済
的負担を軽減することにより、医療機関等への受診を勧
奨する事業。

生後4 か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、育
児に関する相談や指導、必要なサービスの情報提供等
を行う事業。

子育てに対して強い不安や孤立感等を抱える家庭に対
し、養育の不安感や負担感を軽減させるため、訪問支援
を実施する事業。

育児サポーター派遣事業
150 140

150 140
人/年

保育士が、出産後間もない時期の乳児をもつ家庭を訪
問し、育児相談や子育てに関する情報提供等の育児支
援を実施する事業。

子育て短期支援事業
29 26

30 30
人/年

人/年

人/年

人/年

保護者が、家庭においてこどもを養育することが一時的
に困難となった場合等において、一定期間、必要な養育
または保護を行う事業。

2,730 2,255

2,730 2,255

育児の援助を受けることを希望する依頼会員と、援助を
行うことを希望する提供会員との相互援助活動に関す
る連絡、調整を行う事業。

幼稚園型一時預かり事業
（在園児の延長保育）

一時預かり事業
（幼稚園型を除く非在
園児の一時的保育）

100,998 86,522

100,998 86,522

4,995 4,279

4,995 4,279

5,552 5,037

5,552 5,037

幼稚園・認定こども園（1号認定）の在園児に対して、教
育課程に係る教育時間の前後や夏休み等の長期休業期
間に幼児教育を行う事業。

人/年
時間外保育事業
（延長保育事業）

656 595

656 595

保育所・認定こども園（2号・3号認定）の在園児に対し
て、保育時間を超えて概ね午後7時までの保育を実施す
る事業。

家庭で保育を受けることが一時的に困難となった乳児
または幼児に対して、主として昼間、保育所や認定こど
も園等で一時的な保育を行う事業。

表の見方：
上段 下段

量の見込み 確保方策
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こども誰でも通園制度（乳児等通園支援事業）の実施について 

（こども未来応援局こども課） 
来年度より全国での実施となる「こども誰でも通園制度」（乳児等通園支援事業）について、

藤枝市においても令和８年４月からの実施に向け、実施施設の募集や実施事業者の認可手続き

などを下記のとおり行う。今後、実施事業者の認可の承認などについて、子ども・子育て会議

にも諮り、審議していく。 

 

１．事業について 

◇事業名  「こども誰でも通園制度」（乳児等通園支援事業） 

◇事業内容  生後６か月から満３歳に達する前の教育・保育給付を受けていない児童を 

       月に一定時間（※現状：月 10 時間）まで、保育所などで保育する事業 

◇事業開始時期 令和８年４月開始 

◇実施基準   施設基準・職員配置基準ともに一時預かり事業と同様の基準で実施可能 

        ※一般型、余裕活用型ともに実施可能。（幼稚園の２歳児預かりも含む） 

◇利用申込   国の総合支援システムで各園が予約枠を設定し、予約枠に対し保護者が利用

申込を行う。 

◇利用者負担金 各園で設定（※国の指針では、300 円／時間程度を想定） 
◇市の計画   藤枝市こども計画では、令和８年度から乳児等通園支援事業の確保方策とし

て市全体で６６人の定員を確保することとしている。 

 

２．実施意向調査の結果 

  令和７年５月に現時点での各施設の実施意向について調査を行った。 

      ＜調査結果＞ 

施設区分 全園数 実施する意向の園数 

認可保育所 １２園 ７園 

認定こども園 １５園 ８園 

幼稚園 １０園 ７園 

小規模保育事業所 ３１園 １５園 

合計 ６８園 ３７園 

 

  今後は実施に向け、各施設の施設基準や職員配置基準等について確認していく。 

 

３．スケジュール（予定） 

  令和７年５月       実施園の募集・園への実施意向調査 
  令和７年６月３０日    子ども・子育て会議にて概要説明 

令和７年１１月議会    市条例制定 
  令和８年１月～３月    実施事業所からの認可申請受付 
               市民への事業周知 
  令和８年３月       子ども・子育て会議において認可事業所の承認 
               実施事業所の認可 
  令和８年４月～      事業開始 

 


